
 

森林法（抄） 
 

                           ［昭和２６年６月２６日 法律第２４９号］ 
最終改正［令和８年４月１日施行 令和７年法律第４８号］ 

 
第１章 総則 

（この法律の目的） 
第１条 この法律は、森林計画、保安林その他の森林に関する基本的事項を定めて、森林の保続培

養と森林生産力の増進とを図り、もって国土の保全と国民経済の発展とに資することを目的とす

る。 
 

第２章 森林計画等 
（全国森林計画等） 

第４条 農林水産大臣は、政令で定めるところにより、森林・林業基本法（昭和３９年法律第１６

１号）第１１条第１項の基本計画に即し、かつ、保安施設の整備の状況等を勘案して、全国の森

林につき、５年ごとに、１５年を一期とする全国森林計画をたてなければならない。 

２ （略） 
３ 全国森林計画は、良好な自然環境の保全及び形成その他森林の有する公益的機能の維持増進に

適切な考慮が払われたものでなければならない。 
 
（地域森林計画） 

第５条 都道府県知事は、全国森林計画に即して、森林計画区別に、その森林計画区に係る民有林 
（その自然的経済的社会的諸条件及びその周辺の地域における土地の利用の動向からみて、森林と 
 して利用することが相当でないと認められる民有林を除く。）につき、５年ごとに、その計画をた

てる年の翌年４月１日以降１０年を一期とする地域森林計画をたてなければならない。 
２ 地域森林計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 その対象とする森林の区域 
二 森林の有する機能別の森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的

な事項 
三 伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 
四 造林面積その他造林に関する事項 

 五 間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項 
 六 公益的機能別施業森林の区域（以下「公益的機能別施業森林区域」という。）の基準その他公

益的機能別施業森林の整備に関する事項 
 七 林道の開設及び改良に関する計画、搬出方法を特定する必要のある森林の所在及びその搬出

方法その他林産物の搬出に関する事項 
 八 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他森林施業の合理化に

関する事項 
 九 鳥獣害を防止するための措置を実施すべき森林の区域（以下「鳥獣害防止森林区域」という。）

の基準その他の鳥獣害の防止に関する事項 
 十 森林病害虫の駆除及び予防その他の森林の保護に関する事項（前号に掲げる事項を除く。） 
 十一 樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に関する事項 
 十二 保安林の整備、第４１条の保安施設事業に関する計画その他保安施設に関する事項 
３ 地域森林計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、森林の整備及び保全のために必要な

事項を定めるよう努めるものとする。 



 

４ 第４条第３項の規定は、地域森林計画に準用する。 
５ 都道府県知事は、森林の現況、経済事情等に変動があったため必要と認めるときは、地域森林

計画を変更することができる。 
 
（地域森林計画の案の縦覧等） 

第６条 都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

農林水産省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該地域森林計画の案を当該公告の日か

らおおむね３０日間の期間を定めて公衆の縦覧に供しなければならない。 
２ 前項の規定による公告があったときは、当該地域森林計画の案に意見がある者は、同項の縦覧

期間満了の日までに、当該都道府県知事に、理由を付した文書をもって、意見を申し立てること

ができる。 
３ 都道府県知事は、第１項の縦覧期間満了後、当該地域森林計画の案について、都道府県森林審

議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。この場合において、当該地域森林計画の

案に係る森林計画区の区域内に第７条の２第１項の森林計画の対象となる国有林があるときは、

都道府県知事は、併せて関係森林管理局長の意見を聴かなければならない。 
４ 都道府県知事は、前項の規定により地域森林計画の案について都道府県森林審議会の意見を聴

く場合には、第２項の規定により申立てがあった意見の要旨を都道府県森林審議会に提出しなけ

ればならない。 
５ 都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、前条第３項に規

定する事項を除き、農林水産省令で定めるところにより、当該地域森林計画に定める事項のうち

次の各号に掲げるものの区分に応じ、当該各号に定める手続を経なければならない。 
 一 次号から第四号までに掲げる事項以外の事項 農林水産大臣に協議すること。 
 二 前条第２項第二号の森林の整備及び保全の目標、同項第三号の伐採立木材積、同項第四号の

造林面積、同項第五号の間伐立木材積並びに同項第十二号の保安林の整備 農林水産大臣に協議

し、その同意を得ること。 
 三 前条第２項第七号に掲げる事項のうち森林経営管理法（平成３０年法律第３５号）第４８条

第１項の規定による同項に規定する市町村からの要請に係る部分 農林水産大臣及び当該市町村

の長に協議すること。 
 四 前条第２項第八号に掲げる事項 農林水産大臣に届け出ること。 
６ 都道府県知事は、地域森林計画に前条第３項に規定する事項を定め、又は当該事項に係る地域

森林計画の変更をしようとするときは、農林水産省令で定めるところにより、農林水産大臣に届

け出なければならない。 
７ 都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表す

るとともに、関係市町村長に通知し、かつ、農林水産大臣に報告しなければならない。この場合

においては、第２項の規定により申立てがあった意見の要旨及び当該意見の処理の結果を併せて

公表しなければならない。 
 
 
第５章 都道府県森林審議会 
（設置及び所掌事務） 
第６８条 都道府県に都道府県森林審議会を置く。 

２ 都道府県森林審議会は、この法律又は他の法令の規定によりその権限に属させられた事項を処

理するほか、この法律の施行に関する重要事項について都道府県知事の諮問に応じて答申する。 

３ 都道府県森林審議会は、前項に規定する事項について、関係行政庁に建議することができる。 
 
（組織） 



 

第７０条  都道府県森林審議会は、委員をもって組織する。 

２ 委員は、第６８条第２項に規定する事項に関し学識経験を有する者のうちから、都道府県知事

が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げ

ない。 

４ 委員は、非常勤とする。 

 
（会長） 

第７１条 都道府県森林審議会の会長は、前条第１項の委員が互選した者をもって充てる。 
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、第１項の委員が互選した者がその職務を代行する。 
 

（政令への委任） 
第７３条 この法律に定めるもののほか、都道府県森林審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、 
政令で定める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


